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Ⅰ．はじめに
　公衆衛生看護の活動目標の１つに「予防活動への貢献
の追求」がある。自治体に所属する保健師は，健康度の
より高い段階において積極的に関わることにより，より
質の高い生活の実現を目指して活動している１）。星は，
わが国の公衆衛生は，Leavell, H. R.とClark, E. G.の予防
医学の枠組み（１次予防・２次予防・３次予防）に強く
影響されてきたが，高齢化の進展に伴い，これらの予防
医学の視点では包括できない活動が増加してきたと述べ
ている２）。また，平山は21世紀を担う保健婦（士）像の
中で，行政サービスの変革とこれからの保健婦（士）の
役割において，主な役割として「予防における役割」を
あげ，予防的役割とは，疾病そのものの予防のみではな
く，人々の社会状況の悪化を未然に防ぐことも重視し，
支援することであると述べている３）。このことから，地
域における予防活動の範囲の拡大と同時に，今後，その
重要性はますます高くなってくると考えられる。今日で
は児童虐待や高齢者の閉じこもり等が社会問題となって
いることからも，疾病や障害の予防に留まらず，顕在化
している地域社会における様々な健康課題への予防的対
応が今後ますます重要になってくると考えられる。
　現代において，予防活動を必要とする健康課題の特性
として３つ考えられる４）。１つ目は，「ライフスタイル・
保健行動の形成にかかわる健康課題」であり，ライフス
パンを通じた健康支援の観点から，将来的に個人と社会
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　本研究の目的は，予防活動を持続的に展開し成果を挙げた地域看護実践における持続・発展の様相から，予防活動を持続
的に展開する実践方法の特徴を明らかにすることである。方法は，A県内の全保健所及び全市区町村の保健衛生部門（59か
所）に研究者が作成した自記式質問紙調査にて「３年以上持続的に行われ，かつ予防活動としての成果の手応えを主担当保
健師が感じている保健事業」について尋ねた。回答のあった34か所のうち，自由記載の記述から，事業を始めた時と現在で
事業目的や活動方法が変化している内容の読み取れた事例を分析対象とした。持続・発展の様相は，収集したデータより活
動の経過に沿いながら事業目的や活動方法の変化とそれに影響を与えた事柄を読み取り導き出した。倫理的配慮として研究
者所属機関の倫理審査委員会にて承認を受けた。その結果，分析対象事例は，母子に関する取り組み４事例，成人に関する
取り組み５事例であり，活動年数は平均8.7年（３～32年）であった。予防活動の持続・発展の様相としては，事業目的の
変化が２事例，活動方法の変化が７事例であった。また，予防活動の持続・発展に影響を与えたと考えられる事柄として
は，「予算の確保」「人員の確保」「個別の援助ニーズの多様性」「事業参加者の確保」「当初の事業目的の達成」「関係機関と
の連携・協力体制」があった。予防活動を持続的に展開する実践方法の特徴として，１．他部門・住民や関係機関と定期的
に対面することで連携を強化し，課題を共有しつつ役割を主体的に発揮する，２．地域のニーズに合わせて事業目的や活動
方法を見直し，焦点をあてる対象集団を明確化する，３．活動の現状にとどまることなく，次の段階を意識し活動を展開す
る，４．長期的な視点から，健康づくりに取り組む住民を計画的に育成する，が明らかになった。
千葉看会誌　VOL.19 No.２ 2014.１74
に及ぼす影響が大きいと予測されるような，こどもの肥
満の問題などの生活習慣病予防の健康課題。２つ目は，
「社会的にタブー視されがちで日常生活の中で取り上げ
にくい健康課題」であり，支援困難に至る段階まで相談
が持ち込まれることなく問題が潜在化しがちな，自殺予
防や高齢者虐待などの健康課題。３つ目は，「生活の質
に関連づけて活動の場づくりや環境づくりが必要な健康
課題」であり，生活の充実に着目し活動の場づくりや環
境づくりと連動させて健康づくり・まちづくりを考えて
予防に取り組む必要性の高い，介護予防や糖尿病予防な
どの健康課題。これらの健康課題に対しては，疾病や障
害の未然防止という観点だけではない，生活の質や環境
の改善・充実を十分に考慮することが大事であり，人々
のセルフケア力やコミュニティの健康づくりの機能を高
めながら，予防活動を持続し発展させていくことが極め
て重要であると考える。
　予防活動に関する国内外の研究動向をみると，各地
域・施設での先駆的取組の報告は多数あるが，いずれも
一定期間活動を実施した後の短期的な成果報告にとど
まっている５）。しかしながら，現代の予防活動を必要と
する健康課題においては，問題に対する一つひとつの具
体的なアプローチ方法の選択と選択した各方法の関連づ
けによる全体的な活動の推進により，予防活動が持続的
に行われる必要があると考える。
Ⅱ．目　的
　本研究の目的は，予防活動を持続的に展開し成果を挙
げた地域看護実践において，その持続・発展の様相か
ら，予防活動を持続的に展開するための地域看護実践方
法の特徴を明らかにすることである。
Ⅲ．用語の定義
予防活動：健康の維持増進，疾病の早期発見・早期対
応，健康障害の回復を含む活動のことである。また，疾
病や障害の予防にとどまらず，地域社会における孤立や
偏見･差別などの社会的不利益を未然に防ぐことや，そ
の早期発見，回復の促進をも含める。
持続・発展の様相：行政機関に所属している保健師は，
公的な保健事業をつなぎ合わせながら受け持ち地区に対
して看護活動を行っている。本研究における「持続・発
展の様相」とは，予防活動を推進するための保健事業を
継続していくに従って，事業目的や活動方法を変化させ
ながら，事業を定着化・活性化したり，新しい取り組み
に進んだりしている様子のことである。
Ⅳ．方　法
１．研究対象
調査対象は，A県内の全保健所及び全市区町村の保健衛
生部門（59か所）に所属している保健師代表者。
２．データ収集方法
　自記式質問紙調査票を作成し，アンケート調査を行っ
た。また，アンケート調査の記述内容を補完するため
に，その事業に関する資料や報告書を閲覧した。
３．調査期間
　平成23年３月～４月　
４．調査項目
　①基本属性，②３年以上継続して取り組んでいる保健
事業のうち，予防活動として成果の手応えを感じている
事業について，内容，これまでの経過，事業を継続して
いくうえでの苦労や工夫，必要な活動体制などを自由記
載にて回答を得た。
５．分析方法
１）分析対象事例の選定：３年以上取り組み，予防活動
として成果の手応えを感じている保健事業内容につい
て，質問紙調査の自由記載の部分から，事業目的や活動
方法の変化を読み取れる事例を分析対象とした。
２）分析対象事例ごとの活動経過記述：質問紙調査の自
由記載の部分を，事例ごとに一連の内容や経過として熟
読し，事業開始から現在までの内容を研究者が読み取
り，経過に沿って整理し記述した。記述内容は，事業開
始時の目的や方法，その後の展開状況，現在の事業目的
や活動方法の変化である。
３）予防活動の持続・発展の様相の記述：２）の記述か
ら，予防活動の持続・発展の様相として事業目的や活動
方法などの活動を読み取り，意味内容の通じる簡潔な表
現にし，その事業の展開について矢印（→）を用い記述
した。
４）３）に影響を与えたと考えられる事柄：質問紙調査
の自由記載の部分および，２）の記述内容から，予防活
動の持続・発展に影響を与えたと考えられる事柄を抽出
し，記述した。
６．倫理的配慮
　本研究は，千葉大学大学院看護学研究科倫理審査委員
会の承認を得て実施した。研究協力は自由意思であるこ
と，回答者個人及び個々の保健所や自治体が特定できな
いように集約した内容とすること，得られたデータは研
究目的以外には使用せず研究終了後に安全に破棄するこ
と等を研究協力依頼文に記載した。また，アンケートの
回答により研究協力の同意とみなした。
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Ⅴ．結　果
１．分析事例の概要：
　回答のあった34か所（57.6％）のうち，３年以上継続
して取り組みながら，事業開始時と現在で事業目的や活
動方法が変化し発展している内容が質問紙の自由記載か
ら読み取れた９事例を分析対象とした。母子に関する取
り組みが４事例，成人に関する取り組みが５事例であっ
た。また，市区町村が７事例で保健所が２事例であっ
た。活動年数は平均8.7年（３～32年）であった。
２ ．事例ごとの事業開始時の内容，活動概要，予防活動
の持続・発展の様相：（表）
１）事例１（ウォーキング事業）
　事業開始時は，健康づくりとして手軽にできるウォー
キングへの取り組みを目指していたが，そのための予算
や人員の確保が困難となり，保健部門だけでなく他部門
や住民団体の協力を得て連携をすることとなった。その
結果，健康づくりとしてのウォーキングを保健部門だけ
でなく，他部門や地域住民組織と一緒に企画し運営する
という体制ができた。そうすることで保健部門以外との
関わりがうまれ，健康づくりだけでなく，町づくりを意
識した町全体での取り組みへと活動を発展させることに
なった。
　このことから，事例１の持続・発展の様相は，活動方
法を変化させることにより，健康づくり（ウォーキン
グ）を継続するための強い基盤ができたことであった。
つまり，保健部門だけの取り組みから町全体での取り組
みに変化させ，他部門や地域住民組織と一緒に実施する
体制をつくりだしたことにより，予算や人員の確保を容
易にした。また，事業の継続や終了の判断は保健部門だ
けでなく関係者の合意が必要となり，本事業を定着化・
活性化させるための大きな要因となった。
２）事例２（健康づくり教室）
　事業開始時は，以前から行っていた運動教室の修了者
を対象として自主組織育成を目指し講師を選定したり，
打ち合わせをしたりする等の支援を行った。その結果，
教室修了者を中心とした自主組織ができた。そのため，
現在は一般高齢者施策として予算を確保し，まち全体の
高齢者の運動習慣定着などを目指して実施している。
　このことから，事例２の持続・発展の様相は，活動方
法を変化させることにより，まちの事業としての位置づ
けを明確にし，基盤ができたことであった。つまり，限
定された対象者の自主組織ができたという目的達成によ
り，対象者をまち全体の一般高齢者に拡大させたこと
で，実施するための法的根拠や予算の位置づけが明確に
なり事業の定着化につながった。
３）事例３（親子教室）
　事業開始時は，子どもとの関係をうまく築けない親，
上手く遊べない子ども等に対し，小集団で関わりながら
必要な支援を行っていた。次第に参加者が増え，事業に
関わる非常勤専門職の予算確保が困難になり，さらに，
個別の援助ニーズも混在してきたため運営が難しくなっ
てきた。そこで，援助ニーズを整理し，本事業では親自
身の問題で育児が困難な状況になっている親子を支援対
象とした。一方で，児の要因により親の育児負担が高い
対象に対しては新たに事業をたちあげた。
　このことから，事例３の持続・発展の様相は，事業目
的を変化させることにより，より適切な支援ができたこと
であった。つまり，親子関係における様々な幅広い課題
の解決から親自身の要因による課題の解決に目的を絞っ
たことで，予算確保や事業運営がスムーズになり適切な
支援につながった。さらに，本事業では対応していない
援助ニーズに対する新規事業のたちあげにつながった。
４）事例４（健康づくり運動教室）
　事業開始時は，特定保健指導の場として実施し，参加
者個人の成果を出すことを目指していたが，小規模町村
のため事業対象者が少なく，また，事業に関わる職員確
保も困難となった。そのため，特定保健指導の場として
だけでなく，介護予防活動や健康づくり推進活動といっ
た他の活動と組み合わせて事業を実施し，本事業を健康
づくり活動の拠点とするようにしたところ，参加者が増
え事業が定着してきた。また，他事業と組み合わせるこ
とで，対象者も変化し，事業参加者の評価だけでなく本
事業が地域全体の健康増進という点でどのような効果を
及ぼしているのかを意識するようになった。そうして，
本事業を中心として健康づくり活動を推進するために，
多くの参加者を受け入れられるよう教室を増やし事業を
拡大した。
　このことから，事例４の持続・発展の様相は，活動方
法を変化させることにより，まちの健康づくり活動拠点
として事業を拡大できたことであった。つまり，特定保
健指導といった限定された対象者から地域住民すべての
人を対象としたことにより，参加者個人の健康づくりの
推進・維持改善はもちろんであるが，参加者を通して健
康に関する情報を地域全体に発信する機会と考え，事業
を拡大し，より多くの住民が参加できるようになった。
５）事例５（健康づくり教室）
　事業開始時は特定保健指導の集団指導（グループ支
援）の場として実施していた。小規模町村であるため，
特定保健指導の参加者は少なく，集団指導といってもほ
とんど集まらず参加者が固定化してきたため，特定保健
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指導を電話や手紙等を主に行う個別指導に変更した。そ
うして本事業の対象者を特定保健指導対象者に限定しな
いように拡大したところ，参加者は増えたが支援ニーズ
が多様化したため，現在は，特定保健指導該当者で希望
する者や高齢者等を対象に生活習慣病予防を目指し，ま
ちの運動施設利用や，医療機関の医師による講演，食生
活改善推進員による試食づくり等，町の資源をできるだ
け活用しながら教室を実施するようになった。
　このことから，事例５の持続・発展の様相は，活動方
法を変化させることにより，様々な支援ニーズに対応す
るための関係機関との連携がつくられたことであった。
つまり，国からモデル的に示された特定保健指導の方法
を地域の状況に合わせた方法に変えることにより，事業
対象者枠を拡大させることができた。その結果，生活習
慣病予防に関する様々な支援ニーズへの対応が必要と
なったため，関係機関と連携し事業展開を行うといった
表　予防活動概要および持続発展の様相の一覧
事
例
実施
主体
活動
年数
事業の概要
持 続 ・発 展 の 様 相
【　】は，目的や方法　 　　
＜ ＞は，保健師の思いや行動
左記に影響を
与えた事柄
１ 市区
町村
３年 健康づくりとして手軽にできるウォーキングへの取り組みを目指し
ていたが，そのための予算や人員の確保が困難となり，保健部門だ
けでなく他部門や住民団体の協力を得て連携することとなった。そ
うすることで，保健部門以外との関わりがうまれ，健康づくりだけ
でなく，町づくりを意識した取り組みに変化した。
【保健部門による手軽にできる健康づくり
の推進】→＜他部門・住民と連携すること
により，健康部門だけでなく町全体での取
り組みとする＞→【まちづくりを意識した
まち全体の活動】
・予算確保の困難
・人員確保の困難
２ 市区
町村
３年 事業開始時は，以前から行っていた運動教室修了者を対象として自
主組織育成を目指し講師を選定したり，打ち合わせをしたりする等
の支援を行った。その結果，教室修了者を中心とした自主組織がで
き，現在は一般高齢者施策として予算を確保し，まち全体の高齢者
の運動習慣定着を目指している。
【健康づくりに関する自主組織育成の推進】
→＜自主組織ができたため，行政として取
り組むべき課題を見定める＞→【まち全体
の一般高齢者を対象とした活動の推進】
・事業目的に適し
た講師の選定
・当初の事業目的
の達成
３ 市区
町村
６年 事業開始時は，子どもとの関係をうまく築けない親，上手く遊べない
子ども等に対し支援を行っていた。次第に参加者が増え，予算確保が
困難になり，さらに，個別の援助ニーズも児の要因によるものと，親
自身の問題によるものとが混在してきたため運営が難しくなってきた。
そこで，援助ニーズを整理し，本事業では親自身の問題で育児が困難
な状況になっている親子を支援対象とした。一方で，児の要因により
親の育児負担が高い対象に対しては新たに事業をたちあげた。
【支援の必要な親子を対象とした小集団の
教室にて援助を実施】→＜混在する個別の
援助ニーズに対して取り組むべき課題を見
定める＞→【親自身の要因による課題の解
決に絞って事業を実施する】
・予算確保の困難
・個別の援助ニー
ズの多様性
４ 市区
町村
４年 事業開始時は，特定保健指導の場として実施し，参加者個人の成果を
出すことを目指していたが，小規模町村のため事業対象者が少なく，
また，事業に関わる職員確保も困難となった。そのため，特定保健指
導の場としてだけでなく，介護予防活動や健康づくり推進活動といっ
た他の活動と組み合わせて事業を実施し，本事業を健康づくり活動の
拠点とするようにしたところ，参加者が増え事業が定着してきた。
【特定保健指導の場として事業を実施】→
＜本事業を健康づくり支援の拠点になるよ
うに，他事業と合わせて事業を実施する＞
→【地域住民すべての人を対象に実施し，
事業を拡大する】
・予算確保の困難
・人員確保の困難
・事業参加者の確
保
５ 市区
町村
４年 事業開始時は特定保健指導の集団指導の場として実施していた。小
規模町村のため特定保健指導の参加者が少なく固定化してきたた
め，集団指導から個別指導に変更した。そうして本事業を特定保健
指導対象者に限定しないように拡大したところ，参加者は増えたが
支援ニーズが多様化した。そのため，現在は，生活習慣病予防を目
指し，まちの運動施設利用や医療機関の医師による講演等，町の資
源をできるだけ活用しながら教室を実施するようになった。
【特定保健指導の場として事業を実施】
→＜健康づくり教室を継続させるため，他
の事業と組み合わせて事業を実施＞→【生
活習慣病予防を目指した一般住民も参加で
きる事業の実施】
・事業参加者の確
保
６ 市区
町村
32年 事業開始時は，乳幼児健診の未受診者への勧奨訪問を行っていた。
その後は，新生児訪問未実施者への訪問，虐待予防の観点から全戸
訪問，へと家庭訪問の対象を変化させながら母子保健推進員による
訪問事業を継続している。
【乳幼児健診未受診者や新生児訪問未実施
者への訪問を実施】→＜母子保健推進員を
育成し，母子保健推進員と協働しながら地
域づくりを行う＞→【近年の母子保健事業
の課題に合わせ，虐待予防の観点から全戸
訪問を実施】
・推進員の確保
７ 市区
町村
10年 活動開始時は，自主組織育成を目指し，組織メンバーの人数を考
え，複数の自主組織育成をしたり，リーダーになりそうな住民の育
成や選任について工夫したりしていた。自主組織活動が育成された
ため，現在は，自主組織活動の参加者が自身の健康維持・増進につ
いて学習を継続すること目指し，保健師へ要望にあったことに応え
たり，情報提供したい内容を伝えたりする場となっている。
【自主グループ育成を目的として事業実施】
→＜自主グループ活動が展開されるように
なっても，活動を支える＞→【自主グルー
プ活動の住民と協働しながら健康維持増進
を行う】
・核となるリー
ダーの選任
・当初の事業目的
の達成
８ 保健
所
６年 活動開始時は，思春期対策事業として，管内の小中学校が，児童生
徒への啓発活動を実施できるように普及を図り，関係者の意識を高
める活動を行っていた。年々管内への普及が進み，関係者の意識の
向上がみられるようになった。現在は，各学校で実施した結果をも
とに情報交換をする場を設けて，体制づくりを行っている。
【管内小中学校への講演会を実施】→＜講
演会が地域に定着し，関係者の意識の向上
がみられたため，体制づくり活動を目指
す＞→【管内における体制が整えられた】
・関係者の課題に
対する意識の差
の縮小
９ 保健
所
10年 活動開始時，管内の思春期問題に対して関係機関と連携して取り組む
ことを目指していた。まず，思春期問題について，実態把握を行い，
その結果をもとに関係機関を交えて情報交換及び思春期世代の問題点
を検討し合った。そのことで，現在抱えている課題は思春期だけの問
題ではないことがわかり，各機関が役割を持って支援していかなけれ
ばならないことを確認した。その後さらに，実態把握と話し合いを重
ねながら，連携できる関係機関を拡大し，テーマを再検討することを
繰り返しながら，取り組むべき課題を変化させている。
【アンケート実施】→【実態把握を行う】
→【連携できる相手をみつける】→【話し
合いを行う】→＜関係機関との話し合いを
重ねることで，取り組むべき課題を見直
し，取組内容をかえる＞→【新しい課題が
見えてくる】→【実態把握を行う】→【連
携できる相手をみつける】→【話し合いを
行う】→【新しい課題が見えてくる】
・連携できる関係
機関・関係者と
つながりをつく
る
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取り組みにつながった。
６）事例６（母子保健推進員による訪問事業）
　事業開始時は，乳幼児健診の未受診者への勧奨訪問
を行っていた。その後は，新生児訪問未実施者への訪
問，虐待予防の観点から全戸訪問，へと家庭訪問の対象
を変化させながら母子保健推進員による訪問事業を継続
した。母子保健推進員は任期制で交代するため，その時
その時に人数を確保しつつ，母子保健推進員自身のモチ
ベーションを維持しながら役割を遂行できるための知識
や技術を身につける必要性が高まった。そこで，取り組
むべき課題を共有したり，事業の評価を母子保健推進員
とともに実施したりした。また，地区担当制とし，地区
担当保健師と個別相談や情報交換が容易にできる体制づ
くりを整えた。
　このことから，事例６の持続・発展の様相は，活動方
法を変化させることにより，母子保健推進員が訪問対象
である母子へ適切な関わりを持ち支援できるようにして
いることであった。つまり，その時代時代に求められて
いる母子保健推進員の役割や期待されていることに合わ
せて活動方法を見直すことで，事業の方向性や意義が明
確になり，まちにとって重要不可欠な事業であることか
ら事業の定着化につながっていた。また，任期制により
交代するものの，常に保健師と母子保健推進員が情報交
換や個別相談を行いながら信頼関係を築き，母子保健推
進員が訪問する対象者に対して適切な関わりを持つとい
う，訪問の質を保証することで一定の評価を得ることが
できており，このことも事業の定着化につながっていた。
７）事例７（健康づくり教室）
　活動開始時は，自主組織育成を目指し，育成する自主
組織が運営に支障をきたさないようなメンバーの人数を
考え，複数の自主組織育成をしたり，リーダーになりそ
うな住民の育成や選任について工夫したりしていた。事
業の経過とともに，自主組織活動が育成され，活動のた
めの決定や実行もできるようになってきて目的が達成さ
れてきたため，現在は，自主組織活動の参加者が自身の
健康維持・増進について学習を継続すること目指し，自
主組織活動から保健師へ要望にあったことに応える等の
支援をすることで，自主組織活動を継続できるようにす
ると同時に，保健師として健康づくりのために情報提供
したい内容を伝える場として実施するようになった。
　このことから，事例７の持続・発展の様相は，事業目
的を変化させることにより，自主組織活動の住民と協働
しながら住民の健康維持・増進を考えるという新しい取
り組みになったことであった。つまり，自主組織ができ
たことにより，保健師ではなく自主組織活動参加者たち
が事業を企画実施することになった。そこで，事業目的
を自主組織活動参加者一人ひとりが主体的に健康づくり
を継続することができるように変化させることにより，
自主組織活動の住民が必要としている健康に関する情報
を収集し提供するといった取り組みにつながった。
８）事例８（思春期対策事業）
　活動開始時より，「望まない妊娠，中絶，性感染症が
減少する。命や自分を大切に感じる子どもが増える」こ
とを目指し，管内の小中学校が，児童生徒への啓発活動
として講演会を実施できるように普及を図り，関係者の
意識を高める活動を行っていた。最初は，協力の得られ
た学校と協働しながら講演会を実施していたが，年々管
内への普及が進み，関係者の意識の向上がみられるよう
になった。そのため，現在は，主体的に講演会を実施す
る学校が増えてきたので，保健所としては各学校で講演
会を開催する関わりというよりは，各学校で実施した結
果をもとに情報交換をする場を設けて，思春期保健事業
を推進するための体制づくりを行うようになった。
　このことから，事例８の持続・発展の様相は，活動方
法を変化させることにより，思春期保健に関する体制が
整えられ事業が活性化したことであった。つまり，講演
会を管内の小中学校と協働しながら実施するということ
から，小中学校が主体となって行えるようにしたこと
で，講演会が地域に定着し，関係者の意識が向上した。
その結果，保健所と各学校との情報交換を含めた体制づ
くりを目指すといった事業の拡大につながった。
９）事例９（思春期対策事業）
　活動開始時より，管内の思春期問題に対して関係機関
と連携して取り組むことを目指していた。そのため，ま
ず，思春期の問題について，関係機関へのアンケートに
より実態把握を行い，その結果をもとに関係機関を交え
て情報交換及び思春期世代の問題点を検討し合った。そ
のことで，現在抱えている課題は思春期だけの問題では
ないことがわかり，各機関が役割を持って支援していか
なければならないことを確認した。その後さらに，実態
把握と話し合いを重ねながら，連携できる関係機関を拡
大し，テーマを再検討することを繰り返した。これまで
に，心の問題やタバコの問題，性教育について検討する
など，取り組むべき課題が変化している。
　このことから，事例９の持続・発展の様相は，活動方
法を変化させることにより，連携する関係機関や関係職
種が増え，事業が定着化・活性化したことであった。つ
まり，毎年関係機関と一緒に実態把握や話し合いを重
ね，取り組むべき課題を見出すことで，連携できる関係
機関が拡大し事業の活性化につながった。
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３ ．予防活動の持続・発展の様相に影響を与えたと考え
られる事柄：（表）
　結果２の「予防活動の持続・発展の様相」に影響を与
えた事柄は，９あり６つに整理できた。以下にそれぞれ
について述べる。
１）予算の確保
　事例１，３，４は，事業を展開するための予算を確保
するのが困難な状況であり，他事業と組み合わせて実施
したり，保健部門以外の部署と協力したりするなどして
いた。
　このような工夫によって，事例１や４では，予算確保
だけでなく，連携する関係者の拡大，様々な住民を対象
とした事業による参加者の増加につながっていた。
２）人員の確保
　事例１，４は，事業を運営するスタッフ職員の確保が
困難な状況にあった。そのため事例１は，保健部門以外
の部署や住民と連携し，事例４は，上司の理解を得て非
常勤職員を確保していた。
　また，事例２，６，７は，地域づくりを協働で行うた
めの住民を確保することが事業に影響を与えていた。事
例６は，母子保健推進員としてのモチベーションを維持
できるような研修会を企画・実施や，活動の評価を共に
行うといった工夫をしながら，母子保健推員としての意
識や知識を持った人員の確保を行っていた。事例２，７
は自主組織活動や自主グループ育成を目指している事業
であり，事例２では，自主組織定着のために活動目的に
あった講師選定を慎重に行うことで，自主組織活動の目
的がぶれずに活動が推進されていた。事例７では，自主
グループ育成に向けて，核となるリーダーを確保するた
めに，リーダーになる人を選任し，そのリーダーがグ
ループ活動を継続できるよう支援していた。自主グルー
プ活動が定着するまで支援するだけでなく，自主グルー
プ活動が始まってからも支援を継続し，核となるリー
ダーが活動しやすい状況を作り出すことで，活動が継続
できていた。
３）個別の援助ニーズの多様性
　事例３は，事業参加者の個別の援助ニーズが多様化し
てきたことにより，事業の目的を絞り明確にした。その
ことによって，本事業の対象とならない課題に対して新
規事業をたちあげた。
４）事業参加者の確保
　事例４，５では，特定健診の結果より特定保健指導対
象者となる人はいるものの，事業に参加する人が少な
かったため，事業を開始しても存続が困難な状況であっ
た。そこで，事業対象者を特定保健指導対象者だけでは
なく，一般住民のだれもが参加できるようにすること
で，事業参加者を増やすことができ，生活習慣病予防を
目的とした重要な事業として活動継続につながった。
５）当初の事業目的の達成
　事例２と７は，当初の事業目的であった自主組織活動
が達成できたことにより，次の段階へと活動が発展して
いた。
６）関係機関との連携・協力体制
　事例８，９は，関係機関との連携や協力体制が影響し
ていた。事例８では，働きかけにより関係機関の意識の
差が縮小することによって，次の段階である体制づくり
を行えるようになった。また，事例９では，実態把握を
する過程で関係機関や関係者とのつながりをつくり，取
り組むべき課題を検討することで共有し，課題を見直
し，課題に対して一緒に取り組める体制をつくってい
た。
Ⅵ．考　察
　結果２と３の“持続・発展の様相”と“影響を与えた
と考えられる事柄”との関係性から，予防活動を持続的
に展開する実践方法の特徴として，以下の４点が明らか
になった。
１ ．他部門・住民や関係機関と定期的に対面することで
連携を強化し，課題を共有しつつ役割を主体的に発揮
する
　事例１では保健部門以外との連携，事例２，６，７で
は住民との連携，事例８，９では関係機関との連携が
あった。そのことに影響を与えた事柄は，人員の確保困
難，関係機関との意識の差，連携できる関係機関・関係
者とのつながりをつくるということがあった。
　事例１，８，９では他部署や他機関と話し合いを持ち
ながら活動をすることで，現状や課題の共有や各々がど
のような役割を担えるのか意識しつつ役割を発揮するこ
とにつながっていた。そうして，多様な視点を取り入れ
た活動に発展していたと考えられる。また，連携しなが
ら活動することを意識することにより，保健部門だけで
はなく，連携している他部署や他機関との合意が重要に
なってくるため，定期的な話し合いを行う体制を構築す
る必要性が高まり，持続的な展開に発展していると考え
られる。
　一方で，地域住民との連携している，事例２，６，７
では，自主組織の育成や地域の核となる人材を育成する
ことにより，住民自身が予防活動に対する意識を維持し
ながら行動できる基盤になっていると考えられる。
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　つまり，いずれも保健部門だけで事業を企画実施する
のではなく，他との連携により実施することにより，活
動を発展させ，持続的な展開になっていたと考えられ
る。
２ ．地域のニーズに合わせて事業目的や活動方法を見直
し，焦点をあてる対象集団を明確化する
　事例３では，目指すことは変わっていないが，そのこ
とを達成するための事業目的を見直し変化させていた。
また，事例４や５のように事業対象者を広げたり，事例
９のように連携する対象を変化させたりするといったよ
うに，活動方法を見直し変化させていた事例もあった。
そのことに影響を与えた事柄としては，個別の援助ニー
ズの多様化といった援助内容に関することや，事業参加
者の確保といった参加者数に関することがあった。目的
を達成するための方法として，地域のニーズや実態と異
なる事業になっている場合に，そのことを再確認し修正
していくことが大事であると考えられる。
３ ．活動の現状にとどまることなく，次の段階を意識し
活動を展開する
　事例２，７では，自主組織育成を目指しており，その
ことが達成されたことで，次の段階として展開が行われ
ていた。また，事例８では，関係機関の意識の向上によ
り，次の段階として体制づくりを意識した活動展開に発
展していた。
　つまり，目的が達成された次の展開を意識することが
重要であると考えられる。特に，事例８では，達成され
た目的を継続するためのシステムや体制づくりをするこ
とにより，持続的な展開につながると考えられる。
４ ．長期的な視点から，健康づくりに取り組む住民を計
画的に育成する
　予防活動を実際に行うのは，看護専門職だけではない
と考えらえる。考察の１にあるように，他部門・住民や
関係機関との連携により，健康づくりに取り組む人づく
りも重要である。特に，事例２，６，７では，リーダー
育成や推進員の意識を維持するための働きかけ等を積極
的に行っており，そのことが健康づくりに取り組む人を
育てており，健康づくりに関心を持つ人が増えることに
より，その事業の持続につながると考えられる。
Ⅶ．研究の限界と今後の課題
　本研究は，自記式質問紙調査の自由記載の部分を事例
ごとに読み取り，明らかにしたものであるため，目的や
活動方法の変化を読み取るには限界があり，今後は聞き
取り調査などを行う必要があると考える。また，９事例
からの読み取りのため，今後は事例数を重ねる必要があ
ると考える。
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 The purpose of this study was to clarify the characteristic of the practice method to develop prevention 
activity from an aspect of continuation. I asked the hygiene section （59 places） of all public health centers 
of the one prefecture and all city and district municipalities the method about “the health business that it 
was performed continuously more than three years and a main charge public health nurse felt a response of 
the result as the preventive activity” by the writing by oneself-style inventory survey that a researcher made. 
In 34 places where there was the answer, I did the example that the contents which an aim and a method 
changed into from the description of free mention now if activity was original were able to read with an 
analysis object. The aspect of continuation, the development read the matter that affected change and it of 
an aim and the method while going than the data which I collected in progress of the activity and arrived. 
I received approval as ethical consideration in the ethic screening committee of the researcher position 
engine. As a result, an example targeted for analysis was 4 action examples about the mother and child, 5 
action examples about the adult. In terms of the phase of the continuation and development of prevention 
activities, there were two cases in which the goal of the activity had changed and seven cases in which the 
method had changed. Following four became clear as a characteristic of the practice method to present preventive 
activity continuously. 1. Strengthen cooperation in others section, inhabitants and an organization concerned and a 
thing meeting regularly and it is independent and shows a role while sharing a problem, 2. Review an activity purpose 
and a method to local needs and clarify a target group to focus on, 3. Develop activity being conscious of the next stage 
without remaining in the present conditions of the activity, 4. Bring up inhabitants working on the making of health 
from a long-term viewpoint premeditatedly.
